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中
小
企
業
者
等
の

法
人
税
率
の
特
例
の
延
長

　

中
小
企
業
に
対
し
て
は
、
年
８
０
０

万
円
以
下
の
所
得
金
額
に
つ
き
法
人
税

率
を
19
％
（
本
則
）
と
す
る
軽
減
措
置

が
あ
り
、
さ
ら
に
こ
れ
を
15
％
と
す
る

時
限
的
な
特
例
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い

ま
す
が
、
そ
の
適
用
期
限
が
令
和
６
年

度
末
ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
防
衛
力
強
化
に
係
る
財
源
確

保
の
た
め
、
法
人
税
額
に
税
率
４
～

４
・
５
％
の
付
加
税
を
課
す
こ
と
と
す

る
新
た
な
税
制
措
置
が
話
題
と
な
っ
て

い
ま
す
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
令
和
６

年
以
降
の
施
行
予
定
と
し
、
令
和
５
年

度
の
税
制
改
正
に
は
盛
り
込
ま
れ
ま
せ

ん
で
し
た
。

　

ま
た
、
こ
の
増
税
措
置
に
関
し
て

は
、
中
小
企
業
に
配
慮
し
て
、
課
税
標

準
と
な
る
法
人
税
の
額
か
ら
５
０
０
万

円
を
控
除
す
る
こ
と
で
、
年
間
所
得
２

４
０
０
万
円
以
下
の
中
小
企
業
（
94
％

を
超
え
る
中
小
企
業
が
対
象
）
は
こ
の

課
税
対
象
か
ら
は
除
外
さ
れ
る
見
込
み

で
す
。

中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
の

延
長

　

資
本
金
の
額
等
が
１
億
円
以
下
の
一

定
の
中
小
企
業
者
等
が
、
図
表
１
に
掲

げ
る
一
定
の
設
備
投
資
を
行
な
っ
た
場

合
に
、
そ
の
優
遇
措
置
と
し
て
、
特
別

償
却
（
取
得
価
額
の
30
％
相
当
）
ま
た

は
税
額
控
除
（
取
得
価
額
の
７
％
相

当
）
を
選
択
適
用
（
税
額
控
除
に
つ
い

て
は
、
資
本
金
の
額
等
が
３
０
０
０
万

円
以
下
の
中
小
企
業
者
等
の
み
選
択
適

用
）
で
き
る
「
中
小
企
業
投
資
促
進
税

制
」
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
設
備
か

ら
、
副
業
に
よ
る
節
税
を
目
的
と
し
た

コ
イ
ン
ラ
ン
ド
リ
ー
業
の
用
に
供
す
る

機
械
装
置
（
そ
の
管
理
の
お
お
む
ね
全

部
を
他
の
者
に
委
託
す
る
も
の
）
を
除

外
す
る
等
の
見
直
し
を
講
じ
た
う
え

で
、
そ
の
適
用
期
限
が
令
和
６
年
度
末

ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
の

延
長

　

資
本
金
の
額
等
が
１
億
円
以
下
の
一

定
の
中
小
企
業
者
等
が
、
図
表
２
に
掲

げ
る
一
定
の
設
備
投
資
を
行
な
っ
た
場

合
に
、
そ
の
優
遇
措
置
と
し
て
、
特
別

償
却
（
即
時
償
却
）
ま
た
は
税
額
控

除
（
取
得
価
額
の
７
％
相
当
。
資
本
金

の
額
等
が
３
０
０
０
万
円
以
下
の
中
小

企
業
者
等
は
10
％
）
を
選
択
適
用
で
き

る
「
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制
」
に
つ

い
て
、
関
係
法
令
の
改
正
を
前
提
と
し

て
、
そ
の
対
象
設
備
か
ら
、
中
小
企
業

投
資
促
進
税
制
と
同
様
に
コ
イ
ン
ラ
ン

ド
リ
ー
業
の
用
に
供
す
る
資
産
の
ほ

か
、
暗
号
資
産
マ
イ
ニ
ン
グ
業
の
用
に

供
す
る
資
産
で
、
そ
の
管
理
の
お
お
む

ね
全
部
を
他
の
者
に
委
託
す
る
も
の
を

除
外
し
た
う
え
で
、
そ
の
適
用
期
限
が

令
和
６
年
度
末
ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

生
産
性
向
上
や
賃
上
げ
に
資
す
る
中

小
企
業
へ
の
固
定
資
産
税
の
特
例
措
置

　

赤
字
企
業
を
含
め
た
中
小
企
業
の
前

向
き
な
設
備
投
資
を
後
押
し
す
る
観
点

か
ら
、
３
～
５
年
の
計
画
期
間
に
お
け

る
労
働
生
産
性
が
年
平
均
３
％
以
上
向

上
す
る
も
の
等
と
し
て
市
町
村
か
ら
そ

の
認
定
を
受
け
た
先
端
設
備
等
導
入
計

画
に
記
載
さ
れ
る
一
定
の
対
象
設
備

（
図
表
３
）
を
取
得
し
た
場
合
に
つ
い

て
、
最
初
の
３
年
間
は
課
税
標
準
を
そ

の
価
格
の
２
分
の
１
と
す
る
特
例
措
置

が
新
設
さ
れ
ま
す
（
適
用
期
限
は
令
和
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７
年
３
月
末
の
取
得
分
ま
で
）。

　

ま
た
、
さ
ら
に
中
小
企
業
の
賃
上
げ

を
後
押
し
す
る
観
点
か
ら
、
そ
の
申
請

日
の
直
前
事
業
年
度
と
比
較
し
て
、
そ

の
事
業
年
度
ま
た
は
そ
の
翌
事
業
年
度

の
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
の
増
加
割
合

が
１
・
５
％
以
上
と
す
る
こ
と
を
当
該

計
画
に
記
載
す
る
と
と
も
に
、
労
働
者

等
に
こ
れ
を
表
明
す
る
こ
と
を
証
す
る

書
類
を
添
付
し
て
そ
の
認
定
を
受
け
た

場
合
に
は
、
そ
の
設
備
を
取
得
し
た
日

に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
の
期
間
に
わ
た
り

償
却
資
産
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
（
図
表

４
）。

中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制
の

見
直
し
と
延
長

　

中
小
企
業
者
等
が
、
各
事
業
年
度
に

お
け
る
試
験
研
究
費
の
額
に
一
定
割
合

を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
、
そ
の
事

業
年
度
の
法
人
税
額
か
ら
控
除
で
き
る

「
中
小
企
業
技
術
基
盤
強
化
税
制
」
に

つ
い
て
、
増
減
試
験
研
究
費
割
合
が

９
・
４
％
超
の
場
合
の
特
例
を
12
％
超

に
改
め
、
増
減
試
験
研
究
費
割
合
に
応

じ
た
控
除
率
12
％
の
上
乗
せ
部
分
（
17

％
を
上
限
と
し
た
時
限
措
置
）
の
措
置

が
図
表
５
の
と
お
り
一
部
見
直
さ
れ
た

う
え
で
、
適
用
期
限
が
令
和
７
年
度
末

ま
で
延
長
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
試
験
研
究
費
が
平
均
売
上
金

額
の
10
％
を
超
え
る
場
合
に
税
額
控
除

率
を
上
乗
せ
す
る
特
例
に
つ
い
て
は
、

適
用
期
限
が
令
和
７
年
度
末
ま
で
延
長

さ
れ
ま
す
が
、
コ
ロ
ナ
特
例
に
よ
る
控

除
税
額
の
上
限
額
の
上
乗
せ
措
置
に
つ

い
て
は
、
適
用
期
限
（
令
和
４
年
度

末
）
を
も
っ
て
廃
止
と
な
り
ま
す
。

　

そ
の
他
、
対
象
と
な
る
試
験
研
究
費

に
つ
い
て
そ
の
範
囲
が
見
直
さ
れ
る
と

と
も
に
、
通
常
大
法
人
を
対
象
と
す
る

一
般
型
（
一
般
試
験
研
究
費
の
額
に
係

る
税
額
控
除
制
度
）
に
つ
い
て
も
一
定

の
見
直
し
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

特
別
試
験
研
究
費
の
額
に
係
る

税
額
控
除
制
度
の
見
直
し

　

研
究
開
発
の
質
を
高
め
る
観
点
か
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ら
、
オ
ー
プ
ン
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
型
に

お
い
て
、
共
同
研
究
の
対
象
と
な
る
研

究
開
発
型
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
定

義
が
見
直
さ
れ
ま
す
（
図
表
６
※
１
）。

こ
れ
に
よ
り
、
対
象
と
な
る
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
企
業
は
２
０
０
０
社
超
（
現
行

約
２
０
０
社
）へ
増
え
る
見
込
み
で
す
。

　

ま
た
、
博
士
号
取
得
者
や
経
験
を
積

ん
だ
外
部
人
材
等
（
高
度
研
究
人
材
）

の
活
用
を
促
す
観
点
か
ら
、
試
験
研
究

を
行
な
う
人
の
人
件
費
に
占
め
る
こ
れ

ら
高
度
研
究
人
材
の
人
件
費
割
合
が
対

前
年
度
比
で
３
％
以
上
増
加
す
る
場
合

に
、
こ
れ
ら
の
人
件
費
の
20
％
を
税
額

控
除
で
き
る
制
度
が
新
設
さ
れ
ま
す

（
図
表
６
※
２
）。

中
小
企
業
防
災
・
減
災
投
資
促
進

税
制
の
拡
充
と
延
長

　

近
年
、
各
地
で
自
然
災
害
が
頻
発
し

て
お
り
、
中
小
企
業
に
と
っ
て
も
自
然

災
害
等
へ
の
事
前
の
備
え
が
重
要
と
な

っ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
自
然
災
害
に

備
え
る
中
小
企
業
の
防
災
・
減
災
対
策

へ
の
設
備
投
資
を
後
押
し
す
る
た
め
の

「
中
小
企
業
防
災
・
減
災
投
資
促
進
税

制
」
に
つ
い
て
、
そ

の
対
象
設
備
に
「
耐

震
設
備
」
が
追
加
さ

れ
る
と
と
も
に
、
そ

の
適
用
期
限
が
令
和

６
年
度
末
ま
で
延
長

さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度

で
は
優
遇
措
置
と
し

て
、
取
得
等
を
し
た

一
定
の
資
産
に
つ

き
、
特
別
償
却
（
現

行
の
特
別
償
却
率
：

20
％
）
を
適
用
で
き

ま
す
が
、
令
和
5
年

４
月
１
日
以
後
に
取

得
等
を
す
る
資
産
の

特
別
償
却
率
は
18
％

（
令
和
７
年
４
月
１
日
以
後
は
、
16
％
）

に
引
き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
に
よ
る

中
小
事
業
者
等
へ
の
所
要
の
措
置

　

中
小
・
小
規
模
事
業
者
の
事
務
負
担

の
軽
減
や
、
さ
ま
ざ
ま
な
影
響
の
最
小

化
を
目
的
と
し
て
、
以
下
の
措
置
が
講

じ
ら
れ
ま
す
。

①�　

こ
れ
ま
で
免
税
事
業
者
で
あ
っ
た

者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
事
業
者
と
な

っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
納
付
す
べ
き

消
費
税
の
額
に
つ
い
て
は
、
売
上
税

額
の
２
割
と
す
る
特
例
措
置
が
３
年

間
講
じ
ら
れ
ま
す
。

②�　

基
準
期
間
に
お
け
る
課
税
売
上
高

が
１
億
円
以
下
等
の
事
業
者
が
行
な

う
、
課
税
仕
入
れ
に
係
る
支
払
い
対

価
の
額
が
１
万
円
未
満
の
取
引
に
つ

い
て
は
、
帳
簿
の
み
で
仕
入
税
額
控

除
を
可
能
と
す
る
事
務
負
担
の
軽
減

策
が
６
年
間
講
じ
ら
れ
ま
す
。

③�　

１
万
円
未
満
の
値
引
き
や
返
品
等

に
係
る
返
還
イ
ン
ボ
イ
ス
に
つ
い
て

は
、
交
付
義
務
が
免
除
さ
れ
ま
す
。

電
子
帳
簿
保
存
制
度
の

見
直
し

　

電
子
取
引
の
取
引
情
報
に
係
る
電
磁

的
記
録
の
保
存
制
度
に
つ
い
て
、
そ
の

保
存
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
こ

と
に
つ
き
相
当
の
理
由
が
あ
る
事
業
者

等
に
対
す
る
新
た
な
猶
予
措
置
が
講
じ

ら
れ
る
と
と
も
に
、
検
索
機
能
の
確
保

の
要
件
に
つ
い
て
一
定
の
緩
和
措
置
が

講
じ
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
過
少
申
告
加
算
税
の
軽
減
措

置
の
対
象
と
な
る
優
良
な
電
子
帳
簿
に

つ
い
て
、
そ
の
範
囲
が
合
理
化
・
明
確

化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

　
　
　
　
　

◇　
　
　

◇

　

こ
れ
ま
で
見
て
き
た
と
お
り
、
令
和

５
年
度
税
制
改
正
大
綱
の
な
か
で
は
、

中
小
企
業
に
と
っ
て
税
制
優
遇
の
恩
恵

を
大
き
く
受
け
ら
れ
る
よ
う
な
目
玉
と

な
る
改
正
は
な
く
、
少
し
物
足
り
な
い

内
容
と
い
え
る
で
し
ょ
う
。

　

大
綱
が
公
表
さ
れ
る
直
前
に
話
題
を

集
め
た
、
防
衛
力
強
化
に
向
け
た
財
源

確
保
の
た
め
の
増
税
措
置
は
、
令
和
６

年
以
降
の
適
切
な
時
期
と
す
る
こ
と
が

明
言
さ
れ
、
今
回
の
改
正
に
は
盛
り
込

ま
れ
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
い
ず
れ
は
中

小
企
業
に
も
、
税
負
担
が
求
め
ら
れ
る

こ
と
に
な
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
こ
う
し
た
税
負
担
以
外
の
面

で
も
、
物
価
の
上
昇
等
に
よ
り
大
企
業

だ
け
で
は
な
く
中
小
企
業
に
も
、
従
業

員
に
対
す
る
賃
上
げ
が
求
め
ら
れ
る
な

か
で
、
こ
れ
ら
を
カ
バ
ー
で
き
る
よ
う

な
税
制
上
の
優
遇
措
置
を
今
後
期
待
し

た
い
も
の
で
す
。　
　
　
　
　
　
　

●▲

た
な
か
　
や
す
お
　
税
理
士
法
人
メ
デ
ィ
ア
・
エ
ス
社
員
税
理
士
。
１
９
９
７
年
慶
應
義
塾
大
学
商
学
部
卒
業
。
法
人
税
、
消

費
税
を
専
門
と
し
、上
場
企
業
か
ら
中
小
企
業
ま
で
の
税
務
業
務
を
担
当
。
資
産
税
関
連
も
含
め
税
務
専
門
誌
に
も
多
数
執
筆
。




